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｢宗教と社会」学会

第１０回学術大会

日時

2002年６月２９日（土）～３０日（日）

会場

関西学院大学(上ケ原キャンパス）

〒662-850l兵庫県西宮市上ケ原一番町1-155

参加費等

大会参加費3000円（学生2000円）

懇親会費5000円（学生3000円）

※振替をもって参加申し込みとします（振替用紙はパンフレットに同封)。

※同封の「振替に関するお願い」を参照して下さい。

振替番号：00950-8-330645「宗教と社会」学会第１０回学術大会

なお、スポーツセンターでの宿泊予約の方は振り込みでなく、大会

受付で宿泊費をお支払いください。

｢宗教と社会」学会第１ｏ回学術大会本部

〒662-850l兵庫県西宮市上ケ原一番町１－１５５

関西学院大学（上ヶ原キャンパス）社会学部
対馬路人研究室
ＦＡＸ：０７９７－８７－３９２３

ｅ－ｍａｉｌ：ｔｕｓｉｍａ－ｋｅ＠ｎｉｆｔｙ・ｃｏｍ

大会当日連絡先大会委員長直通携帯電話090-3679-1455
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灯人発麦

Ａ会場

（１）（映像セッション）「映像活用の可能性を探る」日本橋学館大学塩月亮子

(2)「戦没者公的慰霊問題における複数の座標軸

一靖国神社はなぜここまでこじれることになったのか」
東京理科大学 三土修平

(3)「戦後慰霊の公共性一長崎の原爆慰霊祭を中心に」

日本学術振興会特別研究員西村明

(4)「開拓・同祖・総鎮守 台湾神社をめぐって」

日本学術振興会特別研究員／
国学院大学日本文化研究所共同研究員

(5)「殉職者はいかにして企業守護神と成り得たか

－『安全」神話とその身体化をめぐって」
国立歴史民俗博物館外来研究員

菅浩二

金子毅

Ｂ会場

（１）「狂と社会一能のクルヒ分析より」京都大学大学院永原順子

（２）「キリスト教布教方針の確執」
同志社大学人文科学研究所嘱託研究員大江満

(3)「祭りの社会統合論再考へ向けて

－遠州『森の祭り』の昭和初期を事例として」
日本女子大学人間社会学部非常勤講師

(4)「天理教教団における信者と因縁論
一大正時代の布教師を中心とした考察」

東洋大学大学院社会学研究科社会学専攻博士後期課程

(5)「宗教情報からの知識発見」 関東学院大学

谷部真吾

青田匡史

渡辺光一

Ｃ会場

（１）「巡礼地の誕生と奇跡物語の変容
一マルタの聖地ギルゲンティを事例に」

お茶の水女子大学「人間文化研究所」研究員藤原久仁子

(2) ｢チベット仏教と民間歴者の関係を把捉するための二つの位相
一北インド､、ラダック地方の事例より－」

慶臆義塾大学大学院社会学研究科博士過程

(3)「仏教僧侶と開発の語り

－タイ東北地方『開発僧』の事例研究」

宮坂清

東京外国語大学大学院泉経武

(4)「大日本帝国のフロンティア比較宗教論一朝鮮亜俗論をめぐって－」
筑波大学大学院沈善瑛

(5)「台湾・俳光山にみる宗教の現代的あり方」
神戸学院大学文学部五十嵐真子
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画IﾉＵ誇菩要旨

【Ａ会場】

（映像セッション）「映像活用の可能性を探る」

日本橋学館大学塩月亮子

１．「作品」とは

通常「作品」というと、美的で芸術性の高い「芸術作品」が思い浮かぶ。だが、ここでの対象は、美や完
成度の高さを評価の基準とする「芸術作品」ではなく、研究として質が高く貴重であり、説得性のある映像、
すなわち「学術作品」とでも呼ぶべきものであろう。何を「学術作品」とするかは人それぞれと思われる。
発表者は、撮影しただけの生の映像は、データ・資料としての価値は十分あるとしても、「作品」とは呼べ
ないと考える。「作品」というからには多少なりとも何らかの編集がなされるべきである。これは、生の映

像を調査ノート、編集を論文執筆や学会発表のレジュメ作り、作品を論文や研究書、あるいは学会発表で話

す内容というふうに置きかえれば分かりやすいだろう。調査ノートに書かれた文字や絵というべき生の映像
（素材・データ）は、研究テーマやその構成にそって編集され、作品として公開・発表、あるいは市販され
るという手順を踏む。

２．映像の活用法の種類

活用目的ごとに分類すると、映像は主に①教育映像、②研究映像、③その他に分けられる。従来の映像活

用法の多くは①の教育用であり、本発表でお見せするビデオ映像（『シャーマニズムの人類学』・『死生観の

人類学』・放送大学『社会心理学特論』）もそのために製作された。大学の授業では、これらの作品、あるい

は自分で撮影してきた未編集の映像を見せることも多い。②の研究映像は、研究成果発表のために用いられ

る映像である。従来は論文や口頭発表の補助資料として映像が活用されることが多かった。しかし、このよ

うな「補助的活用」に対し、研究テーマにそって解説・図表を付けるなどして編集し直した映像を、論文や

口頭発表と同レベルの作品として扱う活用法もありうる。これは、映像の「全面的活用」とでも呼べるもの

である。③のその他に関しては、例えばフィールドワーク時に利用することが考えられる。撮影した映像を

インフォーマントに見せながら確認・質問するために使ったり、現地の人自身が撮影することで映像の撮り

手と撮られ手の逆転を狙う、あるいはフィールドにおける現地研究者の育成ということへの活用法である。

３．映像の活用法に関する新たな試み

いくつかの作品を製作した経験を踏まえ、次の２点を映像の新たな活用法として提案する。それは、①映

像の「全面的活用」と、②「ビデオ・ライブラリー」構想である。①に関しては、前述した通り、その内容

レベルが十分に高いものは、論文と同程度に認めるべきと考える。ただし、その際は図表や作者自身の解説

等を入れるなどして映像を編集することが必要となるだろう。②の「ビデオ・ライブラリー」は、学術的な

映像（生のものもも含めて）を収集・整理する場を設けるという構想である。それにより、まず、映像デー

タの死蔵を防ぎ、広くそのデータや成果を共有することが可能となる。また、作品製作のための映像（未編

集・編集済み双方）の貸し出しや、教育・研究用に見るための映像の貸し出しなど、映像の再活用が可能と

なる。発表者らが作製した『シャーマニズムの人類学』の場合は、調査記録用の生の映像がまずあり、それ

をテーマにそって編集した。『死生観の人類学』は企画・構成が先だったが、やはりそれまで撮りためた映

像を多く使用し、足りないものは後から撮影して完成させた。これらの作品の一部がまた放送大学の番組製

作に活用されたことも合わせて考えれば、映像の再活用としての「ビデオ・ライブラリー」構想が今後の教

育・研究における映像活用の可能性を広げていくひとつの手段となるのではないだろうか。

「戦没者公的慰霊問題における複数の座標軸
一靖国神社はなぜここまでこじれることになったのか」

東京理科大学三土修平

法廷およびマスメディアを舞台とした靖国神社問題の論争の図式は、（Ａ級戦犯問題を別として、他の論

点についてだけ要約すれば）概略、以下のようなものである。

原告側：「靖国神社は『神道』という特定宗教の形式で儀式をしているではないか。そういうものを優遇

すると、他宗教信者への圧迫になるではないか。また、靖国神社は『民間」の宗教法人だから、政教分離の

観点から、公人の関与にはなじまないではないか｣。
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被告側：「問題の実質は公務殉職者である戦没者に対して国が追悼の誠意を示す機会を設けるという、ど
この国にでもある『社会的儀礼』の問題である。名目上たまたま特定宗教の施設とされている場で行われる

ことを理由に憲法に抵触するというのは、あまりにも形式論であり、民意に沿わないものだ。諸外国を見ろ。

欧米のキリスト教諸国のうち、政教分離原則をそこまで杓子定規に適用している国はない｣。

原告側：「憲法２０条と８９条の立法趣旨を考えろ。靖国神社は戦前において軍国主義精神酒養のための国

家施設であった。戦後はそのようなものが公的に生き延びることは許されないから『民間の宗教法人』とさ

れたのだ。だから靖国神社に対しては政教分離原則は厳格すぎるほど厳格に適用して、悪くない｣。

被告側：「本来的に公的性格の施設である靖国神社に、民間の宗教法人などという似つかわしくない形態

を与えたのは、占領軍の押しつけだ。世界中のどこに、国の行う戦没者の公的追悼儀式が憲法に抵触するな

どという議論のまかり通る国があるか。原告らの主張は敗戦後遺症の自虐趣味だ｣。

こうして、政教分離規定の「厳格解釈←→限定解釈」の対立軸が「軍縮←→軍拡」「護憲←→改憲」「戦後

民主主義擁護←→戦前的価値観の再評価」等の対立軸と同一視され、さらには、戦没者の公的慰亜という思

想そのものも、後者の立場のものと観念されることが多い。しかし、筆者が行なった意識調査の因子分析に

よれば、「戦没者の公的慰霊それ自体は（靖国神社でやるかどうかは別として）肯定されるべきだ」とする

意見は、軍拡路線や排外主義とは異質な思想要素を多く含む意見として識別される。こうした座標軸の複数

性に目をつぶるのは、法廷戦術のための過度の単純化としか思えない。

こうした単純化が生じてしまうのは、原告側が、憲法を楯にとった法廷論争を展開するにあたって、「靖

国神社を『民間の宗教法人』にした戦後改革は『正しい」改革だったのだから、その『成果』を『守る』立
場から問題を考えねばならない」との命題に、あまりに固執するからである。

靖国神社での慰霊活動が事実上の公的性格を帯びていることは否めない。それを法的にも公的なものと認

めてほしいとの要望が出てくることにも、それなりの理由がある。つまり、戦後改革にある種の不備があっ

た結果として今日の問題が生じていることは否定できない。しかし、原告側としてはそんなことを認めると、

被告側の復古主義的論調に乗せられると思って、その点には目をつぶろうとしているのだ。しかし、復古主

義とは一線を画しつつ、戦後改革の不備ははっきりと指摘するという立場も成り立ちうる。

史料を見ると、1945年１０月に靖国神社の改革は必至という情勢になってから、1946年２月２日に宗教法

人令で「６か月以内に宗教法人として登記すること」と決められるまでのあいだ、いろいろな駆け引きがあ

って、一案としては、この際、公的であって宗教に中立的な戦没者記念堂のようなものにしてはどうかとい

う案もあり、占領軍の当局者もそれを勧めたという事実がある。それを蹴って「民間の神社にします」と言

ったのは当時の日本政府である。「一方的に押しつけられた」というのは嘘である。

その結果、宗教法人として登記した後の靖国神社は、私法人であるがゆえに、占領軍が錦の御旗として掲

げている「信教自由」を楯に、さほどの干渉を受けずに済み、「天皇のための死を尊ぶ」という戦前的観念

を保持し続けて占領時代を「やり過ごす」ことが可能となった。占領軍としてみれば、錦の御旗をうまいこ

と逆手に取られたわけで、当局者が後になって「詰めが甘かった」と後‘海した文書も残っている。戦前に抑

圧されていた民間の宗教に活動の自由を保障するために導入したはずの宗教法人制度を、国家的政治宗教の

改革後の受け皿としてそのまま流用することを許した点にそもそも問題があるのだ。

戦前の国家宗教の施設のうち、国民の信仰心との関連の薄い天皇家の先祖祭りの場は天皇家の私的所有物

とし、戦没者の追‘悼に関連する施設は神道的宗教性と切り離して公的記念堂のようなものとするのが、最も

妥当な改革だったのであり、それらを一律に宗教法人としたのは、国民の宗教意識の整理のためにも、公務

殉職者を顧慮してほしいという「民意」の尊重ためにも、けっして「正しい」改革ではなかったことを、認

識すべきである。

こうした戦後改革の不備をはっきり指摘することによってこそ、原告側の主張も説得力を増すであろう。

｢戦後慰霊の公共性一長崎の原爆慰霊祭を中心に」
日本学術振興会特別研究員西村明

戦後の日本社会における戦争死者（戦死者と戦災死者の両方を含む）の慰霊・追’悼をめぐってこれまでな

されてきたさまざまな議論を概観すると、その争点はまず何よりも憲法の政教分離原則にあったということ

が言えるだろう。それは、一方では、GHQ/SCAPの占領政策のひとつとして挙げられるいわゆる「神道指令」

が、戦死者の慰霊・顕彰行為や施設の公的性格の除去を焦点としていたことに起因している。また他方では、

忠魂碑や靖国神社など戦死者慰霊に関わるものを戦後の社会の中でどのように位置づけ、判断すべきかを問
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う市民運動が、箕面忠魂碑訴訟をはじめとした法廷闘争の形で現れ、さらには、戦死者慰霊をめぐる研究が、
それへの研究者の反応として起こってきたことからの当然の帰結である。

そこでは、問題とされる慰霊行為が、あるいはそれへの人々の係わり方が、違憲か合憲かが問われたり、

あるいはその判断基準そのものの是非が問われたりするのだが、慰霊行為そのものについては、「社会習俗」

だとか、「宗教」であるとかいう表現にとどまったまま、その内実を探る視点がなかなか形成されてこなか

った。（本学会の「戦死者のゆくえ」プロジェクトの活動や、戦死者の慰霊碑をめぐる歴史研究の進展によ

り、近年ようやくその状況が変りつつある｡）本発表で取り上げる原爆慰霊をはじめとした戦災死者慰霊に

関する研究が、宗教研究の分野でこれまであまり取り組まれてこなかったことには、上記の戦死者慰霊の違

憲訴訟をめぐる一連の動きが大きく影を落としていると言える。

そこで、本発表では戦死者慰霊からいったん距離を置き、戦災死者慰霊のひとつとして長崎の原爆慰霊祭

を取り上げ、そこから戦後における戦争死者慰霊が持つ公共性のあり方を考えてみたいと思う。ここで言う

公共性とは、国や行政のかかわりを示す「公的性格」ではなく、参列者を特定の集団に限定しないという開

放性を意味している。したがって、本発表では、「長崎原爆殉難者慰霊祭」や「長崎原爆犠牲者慰霊祭」と

いった全市的な規模の慰霊祭が、そのような公共'性をどのように獲得しているのか（あるいは獲得できずに

いるのか）といった問いを中心に、これらの慰霊祭について検討することにする。

「長崎原爆犠牲者慰霊祭」は、長崎原爆殉難者慰霊奉賛会の主催で、毎年８月９日、長崎市が主催する「平

和祈念式典」の直前に、式典と同じ平和記念像前を会場として行われる。そもそも市の式典が同慰霊祭から

派生的に起こってきた動きであり、政教分離原則のもと、無宗教を建前とする市の式典の「公的性格」に対

して、同慰霊祭の主催者は自らを「宗教的」であると規定している。したがって、本発表ではまず、同慰霊

祭の具体的な'性格と市の式典との関連について論じる。また、同慰霊祭では長崎県宗教者懇話会の加盟宗教

団体の代表が献花するが、その宗教者懇話会は、他方で、その母体となる長崎県明るい社会づくり運動推進

協議会主催の「長崎原爆殉難者慰霊祭」においても主要な役割を担っている。そこで、両慰霊祭の関係並び

に、それらの慰霊祭と宗教協力を推進する宗教者懇話会の活動との関係についても本発表では取り上げるこ

とにする。そういった一連の考察を経て、長崎の原爆慰霊祭の公共性のあり方を結論として提示し、また、

そこから戦死者慰霊をも含めた戦後の戦争死者慰霊の公共性の問題系を考えるための展望を導き出したい。

｢開拓・同祖・総鎮守：台湾神社をめぐって」
日本学術振興会特別研究員、国学院大学日本文化研究所共同研究員菅浩二

官幣大社台湾神社は、台北市の剣澄山に、新領土台湾の「総鎮守」たることを目的として明治3４（1901）

年に鎮座し、以後44年間、台湾の神社の頂点を画する存在であり続けた。御祭神は大国魂命・大己貴命・少

彦名命（開拓三神）と、近衛師団長として台湾平定戦で戦病没された北白川宮能久親王であったが、昭和１９

年に至り天照大神が増祁され「台湾神宮」と改称してゐる。発表者はこれまでに台湾神社について、〈祭神〉

と、創建当初よりその死の前年まで36年間、同社の宮司を務めた山口透に注目したく祭祁者〉の、両側面か

ら考察してきた。本発表では諸側面からの考察結果を総合し、台湾神社の「台湾の総鎮守」としての性格に

ついて、海外神社史全体の中に位置づけることを試みたい。

山口透については、発表者は先に本学会プロジェクト「戦死者のゆくえ」研究会でも発表してゐる。山口

は台湾平定戦の際に神宮教布教使として従軍神職を務めてをり、又台湾招魂社として計画された無格社建功

神社の創建（昭和３）にも関与してゐる。また儒学的教養から在来寺廟尊重を説いてゐた彼の没後に、皇民

化運動の一環としての寺廟整理が始まってゐる。かくも長年官幣大社の宮司を務めた人物は稀有であるが、

山口が昭和初期には、台湾にあって余人を以て代へがたい立場にあったことが理解される。

祭神といふ観点からは、台湾神社の性格について二つの異なった側面が指摘できる。一つは札幌神社（現

在の北海道神宮）と同じ開拓三神を奉斎してゐることに表れた、未開拓地への拓殖といふ内地側の意識であ

る。いま一つは能久親王を「現代の日本武尊」として記念するとともに、台湾統治の守護神として祁らうと

いふ信仰である。先行諸研究では、能久親王が皇族であることのみを理由とし、単純に「天皇イメージのミ

ニマムな表徴」であるとして、後の皇民化運動と直結させる議論が目立つ。しかし、同時代人を官国幣社に

祭ることは天皇・皇族であってもきはめて異例のことである。能久親王は、戊辰戦争の際列藩同盟が奉じた

輪王寺宮公現法親王であり、明治維新後、一旦は親王停止処分を受けてゐる。能久親王莞去の直後に「現代

の日本武尊」といふ像が形成されたのは、親王が「尊皇」といふ価値観が内戦を経て近代的国民意識形成の

基軸に据ゑられる過程での、光の部分＝明治天皇に対する陰影の象徴とされたためである、と見ることもで
－７－



きる。このことは、後の明治神宮創建に関する議論のごく初めの段階で、天皇・皇族奉斎の前例として台湾
神社が挙げられてゐることからも理解される。

また台湾神社と同じ海外領土の総鎮守として、大正14年鎮座の官幣大社朝鮮神宮との比較によっても重要

な分析視角を得ることができる。同祖論は、韓国併合の頃から朝鮮との間に大規模に展開されるが、台湾と

の間には見られない。他方で朝鮮神宮には、創建計画当初から開拓三神奉斎論は全く登場してゐない。即ち
近代日本社会における「創られた伝統」としての同祖論は、歴史的な国家交渉の対手の実感をもとに形成さ

れてをり、「開拓」の意識と対照を為すものであると言へよう。皇祖神・天照大神奉斎Iまかうした「同祖」
の象徴でもある。他方で開拓三神・能久親王を記る台湾神社と、天照大神・明治天皇を紀る朝鮮神宮とは、
神話の神と同時代の天皇・皇族とを併せて紀るといふ共通点も指摘できる。これは復古／革新の相反するベ
クトルを束ねた明治国家の‘性格を如実に反映してゐる。

このやうな流れからすると、台湾神社への天照大神奉斎は、屋上屋を重ねるやうなある種異質な出来事で

あり、いはゆる戦時体制期の皇祖神信仰が、それまでとは異質な段階にあったことを示す例であると言へよ
う。本発表ではかうした昭和１０年代のく狂熱〉についても解釈を試みたいと考へてゐる。

近代日本におけるの変容について、更に考察する。

◎前論文の概要

・台湾の神社中最も多い祭神→（北白川宮）能久親王

能久親王の前半生→輪王寺宮公現法親王（戊辰戦争時の列藩同盟主「東武皇帝｣）

・能久親王、台南に莞去→明治28年10月28日（台湾全島平定の直前)。

宮中よりの発喪は１１月５日（暗殺説流布の原因）

ｑ親王奉斎神社創建の動き→直後の西村天囚の論説（大阪朝日新聞）

郁岡良弼起草の伊藤首相宛建議書

貴族院・衆議院の建議案可決（醍醐忠順の反対）

（薩長閥批判が旧幕臣・列藩同盟側の再評価として表れる時期でもある？）

※「現代の日本武尊」＝「尊皇」が内戦を経て近代的国民意識形成の基軸に据ゑら

れる過程での光の部分＝明治天皇に対する陰影の象徴

・日本武尊が「前例」

※台湾神社自体が明治神宮の前例ともなる（Cf・崩御翌日の池辺義象による創建論）

｢殉職者はいかにして企業守護神と成り得たか－『安全』神話とその身体化をめぐって」
国立歴史民俗博物館外来研究員金子毅

これまで会社・企業における慰霊は、主として創業者に対する社葬という形で扱われてきた。しかしなが

ら作業の過程で殉職を遂げた労働者たちに対する慰霊の様態については、これまでほとんど関心が払われて

こなかったのではないだろうか。本発表では日本近代揺藍の場であった官営八幡製鉄所（現、㈱新日本製鉄）

を事例とし、殉職者慰霊祭の生成過程について検討する。その際、殉職者慰霊祭が行なわれる時代性や時代

要求との関連から、その歴史的構築過程について迫っていくことにしたい。

八幡製鉄所は近代の実験場でもあったことから絶えず新規の技術導入が図られ、それは一方で大規模かつ

悲惨な労働災害を生み出す要因ともなっていた。しかし当事者となる労働者の多くはその災因を、むしろ前

近代的な「崇り」という解釈枠組みから理解した。雇用者側がこうした無事の民の魂の慰撫を目的に式典を

催行し始めたのは開業より１５年後の大正５（1916）年である（当初は「招魂祭｣、戦後の昭和5７（1982）年

以降は「慰霊祭」に名称変更)。そして、これを背後で支えたのは外来の「安全」理念の出現だった。

殉職者慰霊祭の席上では殉職による「死」そのものよりも、むしろ死という悲嘆を乗り越え企業の「安全」

の守護神へと化す点が強調される。それは雇用者側による殉職を「安全」により正当化していく物語の案出

であり、そこでは犠牲となった者たちのグラウンド・ゼロにおける死の実相は無化されたものとなっている。

それは雇用者側からの殉職という尊厳死の正当化であり、殉職を契機とする企業守護神の出現を意味してい

た。また、この筋道には死者選別の原理がうかがえる。すなわち、企業およびその傘下の関連会社に所属す

る社員のみに限定されて祁られるのである。したがって、その中に臨時工などは含まれない。このような様

態はいかなる時代的脈絡から生み出され、かつ殉職を労働者側に受容させていくメカニズムはいかに生成さ

れるのだろうか。この点を「安全」導入のプロセスと考え合わせて検討してみたい。

－８－


































